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第12回 長崎の農業・農村写真コンテスト 長崎県知事賞
「絆で護る馬鈴薯畑」雲仙市千々石町



ご あ い さ つ

皆様には平素より、本会の業務運営並びに農業農村整備事業の推進につきまして、
格別のご支援とご尽力を賜り厚くお礼申し上げます。

本会は、昭和32年の土地改良法改正により、市町村、土地改良区など土地改良事業
団体の協同組織とし、土地改良事業の適切かつ効率的な運営の確保とその共同の利益
を増進することを目的に全国第1号として設立され、これまで生産性の向上を図るた
めの基盤整備から生活環境の整備、施設の維持管理など幅広い分野で土地改良事業に
携わってまいりました。

さて、農業農村を取り巻く環境は、農業従事者の減少・高齢化が深刻化するととも
に、耕作放棄地の増大、農業用水利施設の維持管理や鳥獣被害の増加などさまざまな
問題を抱えており非常に厳しい状況にあります。また、新型コロナウィルス感染症の
影響による新たな問題にも直面しています。

私たちが取り組む土地改良事業は農政の基盤であり、地方創生、農業の競争力強化、
国土強靭化といった政策課題への対応において重要な役割を果たしています。

長崎県土地改良事業団体連合会

会 長 古川 隆三郎

国土強靭化といった政策課題への対応において重要な役割を果たしています。

本年３月に閣議決定された『食料・農業・農村基本計画』では、「産業政策」と
「地域政策」を車の両輪とし、食料自給率の向上・食料安全保障の確立に取り組み農
業・農村を次世代につないでいくこととされています。農業・農村の持続的発展のた
めには生産基盤と農村環境の整備が不可欠なため、本会の役割はますます重要になっ
ているものと考えます。

本県においては、農地の基盤整備が完了した地区では担い手への農地集積が増加し、
高収益作物の導入等により農業所得が向上するなど、安定的な農業経営が実現したこ
とで担い手が育成・確保され、地域の活性化につながっています。

当連合会としましても会員皆様のご期待に応えるべく更なる技術力の向上に努める
とともに、県をはじめとした関係機関との連携を図り、農業農村整備事業を推進して
まいりますので、一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。
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役 職 名 氏 名 兼 要 職

会 長 古古 川川 隆三郎隆三郎 島原市長島原市長

副会長・専務理事 松松 尾尾 一一 郎郎

副 会 長 小小 川川 隆隆 友友 田平土地改良区理事長田平土地改良区理事長

理 事 宮宮 本本 明明 雄雄 諫早市長諫早市長

〃 金金 澤澤 秀三郎秀三郎 雲仙市長雲仙市長

〃 松松 本本 政政 博博 南島原市長南島原市長

〃 白白 川川 永永 利利 芦辺土地改良区理事長芦辺土地改良区理事長

〃 平平 山山 学学 諫早干拓土地改良区理事長諫早干拓土地改良区理事長

〃 林 田 俊 秀 三会原三会原土地改良区理事長土地改良区理事長

代表監事 岡 田 伊一郎 東彼杵町長東彼杵町長

監 事 濵濵 﨑﨑 保保 久久 中央中央土地改良区理事長土地改良区理事長

〃 平 田 光 昭 寺脇寺脇土地改良区理事長土地改良区理事長

通常総会 土地改良事業功労者表彰者

任期：R2.4.1～R6.3.31



R 2.4.1 現在

所属名 技術職 事務職 計

総務部 ９ ２ １１

管内名 市 町 改良区 計

県央支所管内 ７ ７ ４５ ５９

役職名 氏 名 要 職

会長 宮本宮本 明雄明雄 諫早市長諫早市長

副会長 金澤秀三郎金澤秀三郎 雲仙市長雲仙市長

〃 松本松本 政博政博 南島原市長南島原市長

委員 白川白川 永利永利 芦 辺芦 辺 土 地 改 良 区 理 事 長土 地 改 良 区 理 事 長

〃 平山平山 学学 諫早干拓土地改良区理事長諫早干拓土地改良区理事長

〃 林田 俊秀 三会原三会原土地改良区理事長土地改良区理事長

資格の名称 有資格者数 資格の名称 有資格者数

技術士（農業土木） ３名 農業集落排水計画設計士 ３名

修習技術者（技術士補） １２名 浄化槽技術管理者 ５名

測量士 ８名 浄化槽管理士 ６名

測量士補 １６名 浄化槽設備士 ５名

土地改良換地士 ６名 ２級ビオトープ計画管理技士 ２名

１級土木施工管理技士 １７名 ２級ビオトープ施工管理技士 １名

２級土木施工管理技士 ４名 土地改良補償業務管理者 １名

１級建築士 １名 農業農村地理情報システム技士 ３名

１級造園施工管理技士 ３名 農村災害復旧専門技術者 １６名

コンクリート技士 ２名 農業農村整備事業発注者支援認定技術者 ５名

畑地かんがい技士 ４名 農業水利施設補修工事品質管理士 ４名

畑地かんがい技士補 ３名 第２種酸素欠乏危険作業主任者 ７名

第２種電気工事士 １名 会計指導員 ６名

行政書士（未登録） １名

総務部 ９ ２ １１

技術部 １４ １ １５

各支所 １５ １５

計 ３８ ３ ４１

島原支所管内 ３ ３３ ３６

五島支所管内 １ １ １１ １３

壱岐支所管内 １ １１ １２

対馬管内 １ １ ２

計 １３ ８ １０１ １２２

R2.4.月時点



ａ．平準化事業
ｂ 水田・畑作経営所得安定対策等支援事業 C 経営安定対策基盤整備緊急支援事業

① 会員に関すること

② 総会、役員会、その他の会議の開催

③ 土地改良情報（水土里ネット長崎だより）の提供

④ 土地改良関係資料の斡旋及び配布

⑤ 各種表彰に関する事

⑥ 一般賦課金、特別賦課金の調定並びに徴収

⑦ 受託料の徴収及び補助金等の受入

⑧ 顧問弁護士への相談窓口

⑨ 会計処理に関する事

⑩ 農業農村整備事業の農家負担金の軽減と償還の円滑化を図るための支援

ａ．適正化事業への加入から工事完了までの事務手続き全般
ｂ．加入施設の工事に係る測量・設計・積算・施工監理

ｂ．水田・畑作経営所得安定対策等支援事業 C．経営安定対策基盤整備緊急支援事業

ａ．一定要件についての調査調整等及び管理内容の指導助言
ｂ．対象路線の追加・変更に伴う図面作成及び調書作成

① 土地改良施設の点検、整備、操作等の管理に関する技術的な管理指導および診断

② 農道台帳の作成、管理に関すること

③ 農業用施設賠償責任保険に関すること

④ 土地改良施設維持管理適正化事業に関すること

⑤ 地域農業水利施設ストックマネジメント事業に関すること

⑥ 土地改良区体制強化事業に関すること

⑦ 21世紀土地改良区創造運動

⑧ 標準積算システムの運用管理

⑨ ほ場整備事業の土量計算システムの運用指導

⑩ 長崎県水土里情報連絡協議会の事務局として運営に参画

⑪ 水土里情報システムの運営管理母体として、利用団体への連絡調整に関すること

⑫ 土地改良区が行う事業の支援

⑬ 土地改良施設資産評価データ整備事業に関すること

下岳水菅橋
（着工前）

下岳水菅橋
（着工後）



１．施設・財務管理強化対策

（1）管理運営体制強化委員会の設置

（2）土地改良施設の診断・管理指導の実施

（3）土地改良施設の管理等に関する苦情

・紛争等の対策

（4）財務管理強化に関する指導等

２．受益農地管理強化対策

（1）受益農地管理強化委員会の設置
（2）換地選定に関する指導
（3）換地処分未了地区等の解消に関する指導
（4）財産管理制度活用に関する指導
（5）交換分合等による農用地の利用集積に

関する指導

３．統合整備強化対策

（1）土地改良区が行う統合再編整備事業
・統合整備
・管理再編整備

（2）都道府県が行う統合整備重点指導地区に
対する指導

・統合整備推進委員会の設置
・都道府県による指導

４．研修・人材育成

（1）技術実践向上研修
（2）基幹水利施設保全管理技術向上研修
（3）監査実務向上研修
（4）換地等技術向上研修

●連合会が行う施設・財務管理強化対策
及び研修・人材育成の内容の検討を行い
ます。

●換地に関わる研修会・講習会を開催します。
●土地改良区等が行う農用地の利用集積に関する
技術的指導を行います。

●土地改良事業により造成された農業水利施設（ダム、頭首工、揚・排水機場、樋門、
ため池、水路等）について、連合会の管理専門指導員が診断・管理指導を行います。
●要改修の診断となった場合は、土地改良施設維持管理適正化事業、農業水利施設
ストックマネジメント事業を活用し整備補修を行います。









① 農業農村整備事業に関する技術的な指導及びその他の援助

② 調査、計画、測量、設計、積算、施工監理業務

③ 特殊積算関係資料の収集及び総括

④ 農村下水道（旧農業集落排水事業）の計画立案から維持管理、

機能強化までの業務

⑤ 農村環境計画等の市町マスタープランの作成業務

⑥ 農地整備事業

⑦ 農村地域防災減災事業

⑧ 農山漁村地域整備交付金









（１）会員の問い合わせに即応できるように、相談窓口（土地改良相談指導員、管理専門指導員、換地専門

指導員、会計指導員、顧問弁護士）を設けています。

（２）農林水産省・長崎県農林部との連携により、最新情報（農業農村整備事業の動向、設計基準の改訂等）

を提供します。

（３）農業農村整備事業の計画⇒ 実施（設計・積算）⇒変更⇒ 竣工の一連の業務に卓越した技術を具えて

おります。

（４）換地計画、確定測量、換地処分、登記事務等において支援ができます。

（５）農用地の集団化、利用集積など農業経営の合理化に向けた指導・援助ができます。

（６）換地に関わる研修会・講習会を開催しています。（６）換地に関わる研修会 講習会を開催しています。

（７）「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の施行により、九州農政局管内の発注者支援団体の認定を

受けており、発注関係事務（計画・設計・積算・施工管理・入札・契約管理等）の支援ができます。

（８）土地改良施設に対する蓄積した情報と技術的知識を活用して、ストックマネジメントへの支援が

できます。

（９）土地改良施設の診断・管理指導および整備補修のための土地改良施設維持管理適正化事業の支援を

しています。

（10）農業農村整備事業の農家負担金の軽減と償還の円滑化を図るための支援をしています。

（11）多面的機能支払交付金を積極的に推進し、農業・農村の持続的発展に努めています。

（12）「長崎県農地保全推進協議会」の支援を行います。

（13）水土里情報利活用促進事業により整備した県内の農地情報は、農地中間管理事業、耕作放棄地解消及び

鳥獣害対策等に利用できます。

（14）農業農村整備事業に関する設計基準の統一及び標準図集等の作成をしています。

（15）土地改良事業標準積算システムの配信及び積算基準の検討と確認をしています。

（16）団体営土地改良事業新規地区の調査設計補助金の申請を行います。

（17）各種研修会・講習会への参加、開催による技術力の向上に努めています。

（18）土地改良情報誌の提供及び土地改良関係資料の配布をしています。

（19）各種協議会等による国・県に対する政策提案・要請活動をしています。




